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高等学校日本史において、ノ項在の有事関連三法案の起点とされる、戦後の有事法制研究と
その現在的課矧こついてとりあげる。
一間題は三つの段階を経て進展してきている。 自衛隊の幕僚レベル、防衛庁全体のレベル、
そして政府レベルの三段階で、最初が1963年の自衛隊の統合幕僚会議主宰の幕脚肝究「三
矢研究」の段階、次が1977年の防衛庁長官指示によってスタートした防衛庁としての「有
事法制の研究」の段階、そして現在の段階である森・小泉両首相の指示による政府レ/斗レ、
「内閣官房を中心とする法案化の作業」の三段階であった。
有事法制研究がどのように展開していったか、そして現在の有事関連三法案にどのような
影響を与えたか、資料から比較考察する。 学習指導案では、有事浮剥研究を時代ごとに段階
的に学習する事によって生徒の理解を得やすく工夫するとともに、戦後の歴史背景、近年の
国会状況にも触れる。 冷戦終結後の今日でも、各国間で対話、特に安全牌抑ミ容易に進
展しない一方で、軍備の近代化に加えて、大量破壊兵粒及び弾道ミサイルの拡散が進んでい
ることもこうした不安定な状況を備える原因である0 地域安定化のための各レベルにおける
努力も近年進められてはいるものの、各国国民の間に存在する根強い不信感や対抗意識が箪
げとなって、政府レベルの信頼問題や安全保障対話も十分に進んでいない。 そうした安全保
障環境を踏まえつつ、日本がどのような安全掬噂上の危機に直面し、その危機に対処する上
でいかなる課頓を有するかを念頭に置き過去の有事法制の研究についてその重要性を説き、
生徒の政治参加意識を喚起する。
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1.三矢研究
1.1.有事法制研究のはじまり
最初に行われた有事法制研究は、1963昭和38)
年に自衛隊の統合幕僚会議事務局にて行われた幕僚
研究の昭和38年度統合防衛図上研究であり、三矢研
究と呼i卦し1963昭和38)年2月1日から6月30
日まで5ケ月にわたって行われた。 三矢研究の三矢
とは,戦国時代の武将、. 毛利元就が息子たちに残し
たといわれる3本の矢の故事を、陸軍・海軍・空軍に
なぞらえたものである。
この研究は有事法制の研究そのものを目的とした
もので埠ないが、その中に非常事態措置諸法令の研
究が含まれ、かつ、統制的な内容が含まれていたこ
とから、国会等で問題となっ島国会で暴露された
のは、_この研究をまとめた文書の一部で、防衛庁の
中での文書の秘密のランクは、極秘だった。 (注1)
本来内部限りの極秘研究であったが、1965(昭和
40)年の国会で統合防衛図上研究が公にされる。 この
間題を暴露したのは岡田春夫敵員と石橋政綱観員で
どちらも当時の社会党所属衆議院魚貝であるOこれ
は国会でも大きな問題となる。 この統合防衛図上研
究は田中義男陸将(統合幕僚事務局長)を統教官と
して総裁部・研究部が実施した。 (注2)
この統合防衛図上研究に参加したのは、統合幕僚会
議の事務局を中心とした陸、海、空3幕のトップ・
エリートの幕僚であった。
この研究は秘密裏に実施
されたもので、防衛庁長官も知らないうちに行われ
た。ただ、内局の防衛現のごく少数の何人かはこの
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研究の図上演習部分のごく一部の視察をしていた。
1.2.三矢研究の内容
昭和38年度統合防衛図上研究の想定の韓国情勢
の推移に伴う国策要綱は、朝鮮半島における武力戦、
すなわち第二次朝鮮戦争の勃発と進展を想定し、共
産陣営からの直接の侵略が遠からず我が国に対して
も発生することはもはや逃れられないものと判断し
て、侵略に対処するための自衛隊の態勢を速やかに
整備することや、国民の防衛意識を高めて、国内革
命勢力を排除し、政府と民間人が一体となっての防
衛態勢を確立することをあげる。 (注3)
朝鮮情勢の変化に即応した具体的な状況想定は以
下のように段階を追った事態を想定している。 (注心+
第一動韓国軍内一部反乱生起に関連し米軍の一部
鎮圧のための出動、北鮮方面の動静の活発化を現出
し、併せてこれらが国の治安情勢の悪化に及ぶ状況
を示すこ
第二動韓国軍内-敢反乱に対する共産側の支援が
非公然から逐次半公然に、さらに航空攻撃を伴う武
力支援に発展する段階をめぐってこれに伴う米軍の
介入、反撃等の状況を作為する。 またこれらの事態
が逐次わが国に波及し治安悪化の度が激化するとと
もに、領空侵犯、船舶の傘捕、臨検事案を現出する。
第三動共産軍の38度線突破、韓国-の陸上侵攻
を契機としてこれに伴う武力戦の状況並びに米軍の
行動状況を現示するとともに、これがわが国に普及
し国内治安に与える情況並びに主として西日本空海
軍域における情勢緊迫の状況を示すふ
第四軌韓国内における情勢が順次に悪化し、つい
に西日本方面に対する海上または航空機等によって
我が国に対し革力攻撃が開始され西日本を中心とし
てこれに伴う来軍の行動ならびに朝鮮半島の情勢の
推移を現示する。
第五動主として西日本方面に対する陸海空攻撃の
状況を提示し併せて北海道方面に対する共産側の工
作の活発化の状況を示すとともに、朝鮮半島の戦域
及び米軍の行動を現示する。
第六動前動の作戦の続行中に、ソ連の介入を見、
これが侵攻の脅威の増大する状況を現示、次いで侵
攻に至る段階を示し、併せて朝鮮半島の戦域及び米
軍の行動を示す。
第七動我が国に対する本格的海空攻撃、」、っいで北
日本に対する着上陸侵攻生起に至る
このように三矢研究でi減幕会議の自衛隊制服組
が第二次朝鮮戦争を想定して、日米共同作戦の内容
や国家機構および国民の戦争動員体制の確立が検討
事項とされていた。
同研究は、(1)核兵搬用について、(カ日米統合作
戦司令部について、(3)非常事態措置諸法令の研究
について、を検討事項としていたが、このなかで戦
術核兵鰐の使用が明記された点と同時に、何よりも
戦前期の軍事法制を模範とし、既存の自衛隊法の限
界性を合意しながら、より包括的かつ実際的な非常
事態措置法令の整備を目標としていた。 非常事態措
置諸法令の研究の内容は、(-)国家総動員対策の確
立、(二)政欄郷原の臨戦化、(三)戦力増強の達成、
(四)人的、物的動員、(五)官民による国内防衛態
勢の確立、が骨子となっていた。
非常事態障置諸法令は、全体として第2次他界大
戦間の諸法令(徴用令、戦噂緊急階置法、総動員準
備要綱、戒敵令、丘役臥_徴努令、軍法会務除、軍
刑法、国防保安法、聯陰などの典型的な戦時
対処法令)を参照指示しているところから考察する
と、、敗戦から18年く自衛隊創設から9年の時点で
なお旧国家総動員体制的な発想の特徴をいかんなく
表しているのではないだろうカも今日なお、体系的
な有事法制を問題にするときに-1資と注意をしなけ
ればならないのは、;防衛司法(軍法会議除や軍刑法
を参照して現在の裁判所内に防衛庁専門部を設置す
る)、防衛陳護(国防保安法や軍機保護法を参照して
現行法の中に国防秘密・軍事秘密の保護を持ち込む)
だけでなく、衛生・医療や交通・通信、気象業務等
の領域に軍事や戦時の論理を導入して戦争・軍事目
的に動員する反意法的な制度原型の構想である。 米
ソ冷戦の真っ只中で、防衛庁長官や首相にも秘匿さ、
れて自衛隊制服組だけで行われた三矢研究は、公式
には廃棄されて資料としても保存されていないとさ
れながら、その後も有事法制の基本モデルの地位に
座り続けて今日柱至ったといってよい0
2.防衛庁の有事法制研究の基本的な考え方と経緯
について
2.1.防緬庁における有事法制研究
防衛庁が行った有事法制の研究は、有事に際して
自衛隊の任醸遂行に必要な法制は、現行の自衛隊法
によってその骨組みは整理されているが、なお残さ
れた法制上の不備がないかどうか、不備があるとす
れ且どのような事項かなどの間塔点の整理を目的
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として、シビリアン・コント-ルの原則に従って福
田赴夫総理大臣の了承の下に、三原朝地妨衛庁長官
の指示によって開始された。
この有事法制研究の開始の背景には、当時、日米
の軍当局者によってすすめられていた日米防衛協力
のためのガイドラインの策定があった0 ;=のガイド
ラインとは、米軍と自衛隊とが実際に共同作戦行動
をとるさいに、どう役割を分担し、どう協力するか
を決めたものである。
1976(i昭和51)年6月に日米安全保障臨轟委員会の
下部機関として、防衛協力小委員会が細織される。
これは日米安保条約を運用する最高の議決機関であ
る。これまで自衛隊制服組は協議機構に参加を許さ
れず、みなシビリアンが処理していたそれが小委
員会のレベ/レで、はじめて自衛隊制服組が入った。
そしてこの小委員会の下でガイドラインの策定作業
が行われた。
日米共同軍事作戦の発動を見込んだ自衛隊の海外
派兵と、その当然の帰結として集団的自衛権行使に
踏み切り、自衛隊の海外派兵-の道を押し開こうと
~したのである。それはまた、国会の承認を必要とす
る内閣総理大臣の防衛出動命令がなくとも、現地指
揮官の判断で武力行使を可能とするための払律の制
定を実質要求することになった。
日米安全保障条約の第5条には、以下のように記
されている。(注θ
10.ft
各締約国は、日本国の施政の下にある蘭域におけ
る、いずれか一方に対する武力攻撃が、自国の平和
及び安全を危うくするものであることを認め、自国
の憲法上の規定及び手続に従って共通の危険に対処
するように行動することを宣言する。
前記の武力攻撃及びその結果として執ったすべて
の措置は、国際連合憲章第51条の規定に従って直
ちに固癖重合安全牌嘩理事会に報告しなければなら
ないoその措置は安全保障理事会が国際の平和及び
安全を回復し及び維持するために必要な措置を執っ
たときは、終止しなければならない。
このように、日本-の武力攻撃があったさいには
両国が共通の効験に対処するように行動すると共同
防衛が定められている。 しかし巨大な軍組織を動か
すのであるから、あらかじめ役割分担を決めた上で、
どう協力するのか、その調整のための仕組みなども
決めておく必要がある。
改定安全牌埠条約の成立から18年、ガイドライ
ンの策定によってようやく日米両軍が実際に共同作
戦行動をとることができるようになっ7㌔
しかし、ただ役割分担や賂カの仕方を決めただけ
では、まだ日米両軍が動き出すことはできないO動
ける条件をととのえる必要がある0 自衛隊は厳しい
法的制約を受けているので、ガイドラインに従って
日本国内を主戦場に戦うには、その法的制約を解除
しなくてはならないO一方、米軍の作戦行動を保障
するためには、補給や輸送・整備などいわゆる後方
支援が求められる。 それに応えるためには、それを
可能にする法令を準僻しなくてはならない。 こうし
て、日米防衛協力のガイドラインの策定は、必然的
に有事法制の研究をうながすことになったのである。
2.2.度の中間報告
第一次中間報告は1981年に発表され、第「分類
の法令に関するものであった。 (注7)防衛庁所管の
法令を対象として、問題点が指摘されるとともに、
自衛隊法第103条の政令については、政令に盛り込
むべき内容まで検討されている段階である_0 その要
点は、①坊衛出勤時に物資の収用・土地の使用・施
設の管理.一定業務の確保のために国畠を自衛隊の
命令に服させる自衛隊法103条に関して、必要な手
続き等を定める政令がまだ出されてなく、未整備で
あること、都道府県知事に要請できるものを緊急を
要する場合には自衛隊の師団長クラスの軍人にまで
下ろしていること、②一定業務(医療・土木建築工
事・輸送)について業務従事命令に服すべき国民の.
範囲を災害救助法施行令に規定するものとおおむね
同様のものとすること(軍事動員と民事災害協力の
連動)、③公用令書の相手方不明のときにも措置でき
るようにすること、④自衛隊の有事土地使用の際に
工作物(住宅・建物)を撤去できるようにすること、
⑤陣地の構築等を防衛出動待機命令時からできるよ
うにすること、⑥自衛隊部隊の緊急行動の際に公共
の用に供されていない(私有の)土地を通行できる
とする新規定が無いため追加すること、などである0
注目するべきは、防衛庁による第一次中間報告の記
者団-のブリーフィングにおいて、まだ研究に着手
されていない第三分類で検討される事項として、①
平時の権限として国連嘗察軍-の参力臥在外邦人の
保護、領空侵犯対処の問題、②有事の際の米軍の行
動に関するもの、③いわゆる蜘寺災害補償、④憲法
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の関係する問題として総動貝、. 成敗言論統制、⑨
機密保護の間穎(スパイ防止)、⑥治安に関すること
(大衆運動、産業統制)があげられていることであ
る。(注8)′そこには三矢研究の法令研究モデルの影
を見るだけでなく雛の有事払制の規定原案を見出
すことができると思われる。
第二次中間報告は、1984(1昭和59)年に発表され、
第二分類の法令に対応するものであるo防衛庁以外
の省庁の法令を対象とし、特例措置の必要性が指摘
されるとともに関連する法律等の条文が明らかにさ
れている段階である。 (注9)報告では、解釈・運用
で処理可能なものと特例措置が新たに必要なものを
分け、①部隊の輸送・移動(陸上移動等で道路等が
損傷している場合に応急修理等により滞りなく通行
できるための道路法がなく、特例措置が必要)、②土
地の使用(有事における陣地構築のために速やかに
土地を使用するため海岸法・河川法・森林法・自然
公園法に特例措置が必要)、③構築物の建造(有事に
自衛隊が使用する航空機用えん体・指揮所・倉庫等
について建築基準法に特例措置が必要)、④電気通信、
⑤火薬甑の取り扱い(火薬類の積み下ろしは夜間を
避けて行うことを定める総理I存命の連用除外など)、
⑥衛生医療(有事に自衛隊が設置する野戦病院等に
ついて医療法に特例措置が必要)、⑦戦死者の取り扱
い(有事に部隊が戦死者を速やかに埋葬または火葬
にするために墓地、埋葬等に関する法律に特例措置
が必要)がまとめられた。
特に注目すべきは、憲法
第九条のもとに初めて戦死者の取り扱いが提示され
たことである。
敬三分蝋の検州榔亡(2002年If]22Il公太)<;x
10)七喧摘草における住民の保護・避難または誘導
を適切に行う措置(住民に対する讐報等の伝達・避
難の勧告等、被災者に対する救難. 救助等)、②有事
における・民間船舶および民間航空機の航行の安全を
確保するための規制を伴う措置、③有事における電
波の効果的な使用のための制限に関する措置(有事
に使用する周波数を確保するための措置を含む・不
必要な電波の発射の制限等)、④ジュネーブ4条約
の実施にかかわる国内法制(相手国の捕虜・傷病者
の待遇、戦障行為からの住民の保護など)があげら
れている。
その狙いは、有事におI、て軍事的障害物の対象と
される住民の行動を軍事的に統制・規制することと
同様に、民間の船船や航空機、それに電波の軍事統
制を準騰するものであり、捕虜の取り扱い開襟につ
いても、明らかに戦争発動した場合に対して伴う捕
虜の発生を想定した法整備である
政府・防衛庁は、従来から日本有事において自衛
隊が出動する場合には、国民の強制動貝や物資収用
を可能とする自衛隊法第103条の実施を目的とした
政令案の検討を継続している。 (注11)
2.3.危機管瑚輸
三矢研究では、①戦争指導機構、②民間防衛機構、
③国土防空機構、叡交通統制機構、⑤運輸統制機構、
⑥適時統制機構、⑦放送・報道統制、⑧経済統制な
どに関し、合計で77-87件の国会提出案件を予定す
るものとされた。 このうち10件は、国家総動員体
制に移行するための立法措置とされていた。 -これら
を実現させるためには当然ながら現行憲法に差し障
ると考えられており、それゆえに平時から有事法制
の整備が不可欠としていたのであるOこのような有
事法制の整備を押し進める上で唱えられていたのが
危機管理論であった。
その代表例としては、財団法人平和・安全保障研
究所が作成した「我が国における危機管理の軍事的
側面」がある。 (注は)その第6章での非国家的集団
による敵対行為と危機管理には、とりわけハイジャ
ックやテロ対策の観点からする危機管理-の国民的
関心を呼び起こす必要性を強調しつつ、危機管理論
の普及を早急に図ることを提言している。 ここでは
政府の危機管理体制が整備されたとしても、危機管
理-の国見的覚醒が確保されなけれt潮境旨味とする
議論を展開している0
それに関連するくだりはこうである。
「今後危機発生に際して政府が言葉どおりに断固た
る態度を貫きうるためには、平時における政府自身
柱よる息の長い国民説得の努力が不可欠であると考
えられる」
としつつ、その際に留意する点として、①国民説得
の目標をどの水準におくのか、②い. かなる層に説得
'の重点を置くのか、③いかなる説得を試みるか、だ
とする。その議論での結論は、国民の消極的支持で
十分であり、有識者や世論の指導者の組織化が重要
だとする。
広い意味における危機管理論として、1973年. 11
月に始まる石油危機を機会に、それまでの国際経済
秩序が動揺をきたし、国際政治-の第三位界の登場
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や、それを主な要因とする米ソ二大国の政治的軍事
的な力量の低下という状況を背景に、国内ではアメ
リカ-の一方的な依存を基調と~しつつ、安全保障政
策を見直す動きが出てきた。 それがアメリカの危機
管理論を手本にした総合安全保障諭の展開である。
3.有事法制研究の現状
3.1.武力攻撃事態の藩定の間鳥点
2002年4月21日に閣議決定され、翌日に国会
提出された有事法制関連三法案は次の三つのことを
指すふ有事対処の基本事項と今後の有事法細整備に
関するプログラムを定める「武力攻撃事態における
我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保
に関する法律案」、有事の際の自衛隊の行動を円滑化
させることを目的とする「自衛隊陰及び防衛庁の職
員の給与等に関する法律の⊥部を改正する法律案」、
及び安全保障会議の機能強化を図ることを目的とす
る「安全牌嘩会議設骨法の一部を改正する法律案」
である。
武力攻撃事態に至ったとき、政府は武力攻撃事態
-の対処に関する基本的な方針(対処基本方針)を
策定する(武力攻撃事態法案九条一項)0
自衛隊陰七七条の防衛出動待機命令はあくまでも
自衛隊内部の準備行動にすぎなし㌔予測される事態
が認定されれば、日本の法制は平時から有事に変わ
る。.自衛隊の活動に限っても、予簡自衛官と即応自
衛官の防衛招集が可能になる。 自衛隊法改正案には、
防衛出動命令が予測される場合に展開予定地域内に
おける防御施設の構築を可能にする規定(七七条の
二)、防御施設の構築に従事する自衛酌ミ自己また埠
自己と共に当該職務に従事する隊貝の生命・身体の
防護のために武器を使用することを可能にする規定
(九二条の三)＼その際に土地の利用や立木の処分も
可能とする規定(一〇三条の二)が含まれたから、
これらの準備行動も可能になる。 要するに、自衛隊
は直ちに靭帯行動を展開しうるような臨戦態勢をと
ることが可能になる。 (注13)このように武力攻撃事
態法案は予測される事態に対処するための概念で導
入され実現したと考察できる。
対処基本方針が策定されると、内閣総理大臣は閣
議にかけて臨時に武力攻撃事態対策本師を設置し、
自らその本部長となって事態に対処する(武力攻撃
事態法案一〇条・～四条)0対策本雛は指定行政機醜、
地方公共団体及び指定公共機関が実施する対処措置
に関する対処基本方針に基づく総合的な推進に関す
ることをその所掌事務とし(武力攻撃事態法案二一
条)、対策本部長は対処措置を的確・迅速に実施する
必要があると認めるときは、指厨子政機関の長や職
員、関係する地方公共団体の長やその他の執行機関、
関係する指定公共機関に対し、対処措置に関する総
合調整を行うことができる(武力攻撃事態法案十四
条一項)0地方公共団体や指定公共機機関は対策本部
長の行う総合調整に対して意見を申し出ることがで
きるのみである(武力攻撃事態法案十四条二項)0
二つの問題点がいえる。 一つ目には、内閣総理大
臣-の権限集中と、その一方での国会や地方自治を
通じた有事に対する民主的統制の軽視であ. る。特に
間襟なのは、防衛出動事態以外の有事の認定が内閣
総理大臣を中心にした行政権に完全に委ねられてい
る点である。また、有事になれば、内閣総理大臣は
あまりにも強大な権力を掌握することになるという
問題がでてくる。(注14)
二つ目に注目されるのは、予測される事態を利用
した有事の前倒しである。 また、安全保障会議の組
織射ヒと事態対処専門委員会の新設によって、政府
優位の有事謎定システムが整備され、政府が迅速に
戦時内閣に較換することが可能になる一方で、予測
される事態については国会の事後承詠が採用された、
ため、政府の独断で有事法制が作動し始めるのでは
ないかという問題点がある。
3.2.武力攻撃事態概念の間麗
~武力攻撃事態という概念は武力攻撃事態法案二条
二号によれは武力攻撃事態とは武力攻撃(武力攻
撃のおそれのある場合を含む)が発生した事態また
は事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事
態のことである。
考察すると、①武力攻撃が発生し
た事態、②武力攻撃のおそれのある場合、③武力攻
撃が予測されるに至った事態の三段階があると考え
るが、②は①に含まれるようなので、実際には二段
階である。しかし、②と③の違いは噴味である。 そ
のため、武力攻撃事態の概念は際限なく広がる恐れ
がある。
なぜ、周辺事態と予測される事態の関係が問題に
なるのというと、アメリカが北朝鮮の核施設を破壊
するために軍事行動を開始した場合、この時点で周
辺事態になるので、周辺事態法に基づいて日本は米
軍の後方城支援に踏み切ることになるo_そして、
この時点で日本は国際陰上、北朝鮮と交戦状態に入-
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ったことになる。 それはなぜかと言うと、後方支援
は武力行使に当たらないという議輪は日本国内でし
か通用しないためである。 政柵まこの状態を事態が
緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態と認定
する。この時点で有事法制が動き始めるO我が国に
対する外部からの武力行使が発生する可能性がなく
とも、アメリカが軍事行動を開始し、周辺事態法に
基づいて日本が後方地峡支援を行えば、武力攻撃事
態が甜定されて. しまうという点である。 (注15))
政府見解が予測される事態に周辺事態が含まれる
ことを決して否定していない点は重要である1994
年の北朝鮮核疑惑問題の際にアメリカが北朝鰍こ対
する軍事行動を行った場合を想定して日本政府が検
討したのは、①全面戦争となる事態を踏まえた対米
協力の可能性と②北朝鮮のゲリラが対日報復作戦
(特に日本海側に密集する原発-の攻撃)を行った
場合の対処の可能性だったといわれる。
(注16)①は
まさに周辺事態法の対象であり、②-の対処は政府
見解の予測される事態の定義に一致している。 これ
により、政府の見解の予測される事態に周辺事態は
含まれうると考察できる。
3.3.有事法案の政治的意味
武力攻撃事態法案は予測される事態に備えて必要
なものであるが世論の不安を解消するため間観点を
解決し、国民によりわかりやすく、・安堵を与えるも
のでなければならない. 起こるかどうか分からない
有事だからこそ、いざ起こった場合の「備えあれば
憂いなし」という対策は必要である。
有事法案には深刻な政治的意味がある1994年の
北朝鮮核疑惑の際にアメリカが武力行使をためらっ
たのは、日本の有事陰制が不備だったからだとされ
る。とすれ子息周辺事態法、有事法制と日本が法整
備を進めれ且進めるほど、アメリカが東アジア地
域で武力行使を行う可能性は飛躍的に高まることに
なると危慎される。 チャーマーズ・ジョンソンは「冷
戦の終結後、国防総省はアメリカの外交政策の策定
と実行を独占しているOアメリカは、対外的な目的
の達成にあたり、往々にして不適切な一つの手段し
かもたなくなりつつある。 つまり、軍事力である。
アメリカは、対外的な目的を通式するための多様か
つ充分な能力をもはやもっていない」という指摘を
した上で以下のように述べている。
「アメリ加瀬毎外に展開する地上鮎隊の大半を本国
に引きあげ、対外政策の方針を変更して、外交交渉
によって模範を示すことに監査をおくべき監これ
が最も当てはまるのは、朝鮮半島である」(注17)
日本が有事法制を勤衛し、東アジア地域における
米軍の武力行使を容易にすることは、アメリカの対
外政策の方針変更を困難にするとチャーマーズ・ジ
ョンソンは警告している。
日本が有事法制を整備し、
東アジア地域における米軍の武力行使を容易にする
ことは、アメリカの対外政策の方針変更を困難にす
るO日本の有事法制は、武力によらずに公正な秩序
を構築していくための国際社会努力に対しマイナス
の影響を及ぼす恐れがあるのではないかと危険して
いる。
4.有事法制の間麓点と今後の在り方
国家の緊急事態に際し、国の独立・主権と国民の
生命・財産を守り、かつ公共の秩序を維持するため、
緊急事態に対処するための法制は、国によって幅と
深さは異なるが、その基本的事項は一般に憲法に規
定されている。しかしながら、我が国においては、
このような革法上の規定は憲法第54条の参謝完の
緊急集会の規定があるだけで、個々の事態ごとに個
別め法律によって律しているのが現状である。
我が国においてもこの間題は、憲法改正によって
明確に規定されるのが望ましいことはいうまでもな
いが、衆参両院・簡法調査会」の検討の現択を考慮
した藤倉、改正までには相当の期間が必要と考えら
れ草0したがって憲法改正を目指しつつ、当面、国
家緊急事態に適時適郷こ対応するための包括的基本
法を整備することが急務であると考えるO
対応すべき事態によって異なるが、「般的には国
としての一元的対応、各機関等の相互連携、国と地
方自沿体との関係、土地・施設の一時使用、物資の
収用、輸送・通信等各種公共手段或は役務の俣痛、
港湾・空港等の使用、国民の避難・誘導、生活必需
品・ライフラインの確保、資金の確酪・使用等々の
在り方が規定されなければならない。
集団的自衛権の行使、海外における武力の行使、
国連の集団的措置-の参加などに関わる意法解釈が、
平常時の多国間共同瓢練、pKO活動、周辺事態に
おける各種支援・協力活動などはいうに及ばず、在
外邦人等の輸送(NEO)や按が国に対する武力攻
撃への対処行動についてさえ如何に大きな制約をも
たらしているかということについては、これまで指一
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揃はされてきている。
その具体的制約の十部は日米同盟における日米間
の役割・任務分担であるO今後の課榎は、政策論と
してこの間鰭を如何に解決するか、ということに尽
きる。対策としては国家緊急事態対応に係る包括的
基本法である。
今日から見通し得る将来において、我が国に対す
る本格的な武力攻撃が発生するとは見られないとさ
れているOしかしながら、時として人知の及ばぬよ
うな情勢の激変が起るのは廷吏の証明するところで
あり、また、周辺事態から我が国-の武力攻撃に波
及する可能性は十分に考えられる。
加えて、我が国の防衛について日米共同対処を原
則としており、しかも周辺事態_においては米軍に対
する支援・協力のための法制・協定が整備されてい
るにもかかわらず、我が国の平和と独立に最も重大
な影響を与える我が国有事における米軍の行動に関
わる法制・協定が未整備であるということは、整合
性を欠くことになる。
これらの法制は、独立主権国家にとって、本来最優
先されるべきものであることを考慮して早急に整備
する必要がある。
将来予想される各種の事態に適時適切に対応し、
必凄な場合、日米協力を円滑に行うため、平常時か
ら周辺事態の認定、海上警備行動・治安出動待機命
令・治安出動命令・防衛出動待機命令・防衛出動命
令の発令の間においてそれぞれの行動を準備すると
ともに、それぞれの事態の発生を抑止するために必
要な措置をとり得る法制等を整備することが重要で
ある。
このためには、次のような措置が必要となると考
察した。第-は、有事法制第1分類の研究で明らか
にされた防衛準備のための必要な措置を防衛出動待
機命令下令時から行い得るように措置することであ
る。現行法制下では、例え防衛出動待機命令が発令
されても予備自衛官及び即応予備自衛官の防衛招集
以外の国としての実質的な防衛準備を実施すること
は困難である。そこで、有事法制第1分類の研究に
おいては、防衛出動待機命令下令時に、施設の管理、
土地などの使用、物資の収容、医療・土木建築工事・
輸送業務-の従事命合などの他、、特別部隊の編成等
の防衛準備を実施できるように措置する必要がある
としている。第二は、後噂する不審船対処や武装工
作員等対処のための法制のような平時と有事の間、
非軍事と軍事の間、警察作用と国防作円の間などの
いわゆるグレイゾーンの事態への対応に係る法制を
整備することである。 第三は、国としての各種事態
-の適時適切な対応を確保する準騰段階の設定、自
衛隊の部隊等の行動規準の制定などの措置を総合し
て講ずることである。
我が国の武力攻撃に対処するための防衛出動につ
いては述べたとおりであるが、このことは、国連の
平和維持活動-参加する場合あるいは周辺事態に際
して、後方地域支援、後方地域捜索救助活動等を実
施する場合においても同様である。 すなわち、現行
法制下では、このような対応捨置を実施する場合、
基本計画案を策定して閣議の決定を求めなければな
らないと規定されている。 我が国におけるこれまで
の経緯を省みれば、畢本計画の承認以前における先
行的な諸準備、すなわち部隊の編成、各種装備品や
物資の準備、訓練の実施などは、かなり制約される
と思われる。しかしながら、これらの行動を適日翁薗
切に実施するためには先行的な準備の推進が不可欠
であると考察する。
そこで、防衛出動、治安由動、海上瞥隔行動、後
方地域支援、後方地域捜索救助活動、国連平和維持
活動、人道的国際牧援活動等の各種行動の準備を、
情勢の推移に応じて円滑に実施できるように統一す
る準備段階基準を設定することが是非とも必要であ
る。また、これと同時に、国家の主権を守り、部隊
等の安全を確保するため、事態及び情勢の推移に応
じた部隊等の行動規準を制定しておくことが重要で
ある。
今後、予想されうる様々な情勢に的確に対応して、
我が国はもとより、広く世界や地域の平和と安定と
繁栄の確保に寄与するT=め、可能な限り睦制の整備
を図っていくことが必要と考える。 そうしなければ、
同盟国米国の中に、日本がNATO諸国やオースト
ラリアや輸司などとあまりにも違い過ぎるというこ
とから同盟の差別化という現象が起ることが観念さ
れる。これからも有事法制の研究は続けられるが、
有事法制に関する国の研究は国民の人権保護や幸福
追求の権利をできるだけ侵さないように配慮される
べきと考える。
最後に、いかにすれば有事陰制をテーマとして生
徒の政治参加を高める授業を展開し得るか、試案を
・J;rい、
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5.生徒の政治参加を高める公民教育の学習指導案
単元潮層蔽
1.単元名:戦後の有事陰制の歴史,
2.単元の目標
学習指導要額「地理匿史」科の目標には「国際社
会に主体的に生きる民主的,平和的な国家・社会の
一員として必要な自覚と資質を養う」とある。 冷戦
終結後なお、各国間で安全保障対話が容易に進展し
ない一方、大量破壊兵据及び弾道ミサイルの拡散が
進み、テロが頻発する中、国民の間に存在する有事
-の潜在的な不安感を見据えて、わが国の有事法制
研究の経緯と特徴を学習する。 そして、わが国を取
巻く国際情勢とそこから予想される危機を考えるこ
とにより、・有事法制研究の重要性を諮放させ、わが
国の項状と将来を主体的に考察させる。
.
さらにこの
過程を通じて、生徒の政治参加意識を喚起する。
3.指導計画
第1時限有事の際にはどうするか・有事法制の必
要性について
第2時限日本の危機管理を考えさせるために、わ
が国の不安要素を考察する0 憲法9条と
自衛隊の関係を考える
第3時限戦後の有事法制研究について
十三矢研究の実態一
麗4時限防衛庁の有事蜘糾研究
職制研究の公然化一
一中間報告の内容
第5時限有事法制の現状とこれからの日本(栄)
4本時の授業計画表
第5時唄有事法制の頚状とこれからの日本
①単元の自壊
・国際間妙を踏まえつつ、日本がどのような安全鼎嘩上の危機に直面し、その危機に対処する上でいかなる執瞳があるかを
理解させるOそしてそこから有事迭制の研究についての重要性を認放させ、わが国の頚状と将来を主体的に考える資質を
rサ
・生徒が、民主的な国家・社会の一員としての政治参加意織をもつように喚起する。
②本時の目標
・有事法制研究に関する具体的な資料や図表をもとに調べたり考察することによって、日本史学習に対する興味や関心を高め
る。
・有事法制が成立するまでに至った経緯を戦後の有郭封糾研究を中心に理解させるo
・わが国が有事の際、どのように対応をするべきか、そして平手附か道のりについて考えさせるo
・自衛隊と日米安全保障条約を平和憲法との関連のなかで考えさせ、冷戦終結後における脚ロの問題点を考えさせる。
③学習指導案
生徒に対する学習指導 指導上の留意点
・以前は有事法制-の風当た
りが強かったのに今、なぜ有
事鉄案なのか考えさせるo
・有事法案をめぐる政治状況
を観察させ賛否両論の理由
を考察させる0
・有事関連三
法案の閣議
決定
入 ・成立-の過程を資料を使っ
てまとめるO
・法案内容が具体的間塔とし
て浮上した理由を考えさせ
る。
・敵の国際択況および災害対策も
含めて話をする。ただし、具体的な
内容にに塊由れず生徒からの発音を重
視する。
・グ/レープ酎輪などの方法を用いて
できるだけ生徒自身に考えさせ、発
表させ自分の考えをしっかり、させ
るQ
・新陳や雑誌に拘戟されている国会
耐蝕などを自分たちで翻べさ恵そ
のなかで成立-の流れをつかませ
る。
・チャルマーズ・ジョンソン(鈴
木主税酪『アメリカ帝国-の報
復』(集英社、2000年)45-85
頁。
・自由法曹団編『有事法制のす
べて』(新日本出版社、2002)
142-168頁。
・渡辺治「有事陰制のねらい」
(陀錦時報74巻8割日本評
論社、2002年)88-^92島
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m開
.武力攻撃事 .武力攻撃事態への対処手順 .有事法案は中核となる武力攻撃事 .「有事法制を聞く.下」(読売
態対処の法 を武力攻撃事態の認定、対処 態澁案の内容が抽象的であるため分
かりにくいO三つの法案が相互に関
連しながら一体となって有事への対
処方絵を定めている構造を幌序だて
新聞2002年4月19日朝刊)0
的構造
.武力攻撃事
基本方針の策定、.対処捨置の .山内敏弘編 『日米新ガイドラ
実施の三段階に分けて、それ インと周辺憲法-いま 「平和」
ぞれの問嶺点を検討させるO
.政府の見解から予測される
て確実に理解させる0
.武力攻撃事態が発生した場合の対
処システムについて資料から開腹点
に気づかせる。
の 、 を問い直す一』
(鮒 蛙と、19917年)
.政府答弁の要旨は r政府説明、
乏しい具体性」朝日新聞 2002
年5月17日朝刊5面を参乳
.武力攻撃事態の枕念は武力攻撃事 .渡辺治 「有事陪制の登場人の
態概念の間 事態に周辺事態は含まれう 態競寮二条二号で挽示する0
.武力攻撃事態の概念の唆昧さを5
月16日の衆謝拓有抑 棚観iJ委員.
会において示された政府見解から注
目させる0
.4月26日の衆議院本会議で政府見
道」(『ポリティーク4号』旬報
M
.有事陰制の
るかどうか考えさせる0
-武力攻撃事態の定義を再羅
織させる
.周辺事態法、有事法制と日
社、2㈱2年)211頁0
.チャルマーズ.ジョンソンイ鈴
解が予測される事態に周辺事態が含
まれることを決して否定していない
点は重要である。政府の見解の予測
される事態に周辺事態は含まれうる
木主税訳)(『アメリカ帝国への
輔臭』集英社、2(X氾年蝣)125'
126頁。
と考察できる0
.欄 連三法案に対する認軌ま人
それぞれ賛否両論あるが有事に対し
ての対処が今求められていることを
理解させ出陰の有事に対しての考え
.朝日新聞社 「朝日新聞」(2002
年4月3日朝刊2面)0
政治的意味 本が法整備を進めればアメ .松浦一夫 「序論i-SE意主義と
リカが武力行使を行う可能 国家緊急胡乱 24
性が高まることが危供され 号』倍山社、2tX氾年所収)9頁
てる事について各自資料を 等について資料を参考にして考えさ 参艶
持ち寄らせ話し合わせる0 せたし㌔ .mi衛白書』
ま .有事法制の .有事法制の概要についてま .資料に引きずられることのないよ .防衛に関する欄 査
と
め 間塔 と今後 とめさせ、襲状における間頓
うに注意し、自分の意見をまとめさ
せる0
.自衛隊が行った国際平和協力
のあり方 点を考えさせるO 業務の実績
.わが国を取巻く国際情勢を .低界の国々との関係をあげてよ
り興味がもてるように具体的な例を
.自衛隊が行った国際緊急救援
ふまえ、国民としての対応を 活動などの実績
ノー トにまとめさせ、発表さ 挙げて説明する0(近隣諸国と日本の .自衛隊、防衛間潜に肝する世
せる0 関係について歴史的背景に触れてお
くことを忘れない)
論調査
(防鰍欄 陀衛 白劃 )
6.地歴・公民科教育における本授業の意義と珊革
①「平和を望むなら戦争を理解せよ」
有事諭とは戦争論であり、わが国においてはまと
もに有事を論じることが忌避される場合もあったが、
冷戦後も国際的緊張が継続し、わが国においても周
辺事態法制定以来J有事関連法案が成立している現
実がある。「平和を望むなら戦争を理解せよ」という
ある戦略思想家の言葉があるが、わが国にとって有
事とは何なのかという難問を、国民が自分の間頓と
して、考えざるを得な川寺が来ている。 価値論に振
りまわされず冷静に向き合うことから始め、国民が
主体的に平和維持に取組むことが求められている。
また、学習指導変額の地理歴史「内容の取り扱い」
(3)には、「近現代史の指導に当たっては、客観的か
つ公正な資料に基づいて、事実の正確な理解に導く
ようにするとともに、多面的・多角的に考察し公正
に判断する能力を育成する」とある。 その意味でも、
有事法制をテーマに授業をづくりを行うことは、大
-21-
いに現代的意味をもつが、それだけに内包する課複
も多いo
②本授業の意義と課榎
本授業の意義として、まず生徒に憲法を考えさせ
る好材料となっている点があげられる。 有事法制研
究段階及び制定後も、政柵ま「憲法の範囲内」とい
うことを強調するが、果たしてそうなの恥特に9
条第1項が空文化され、基本的人権が侵害されるこ
とはないのか、公共の福祉と人権制限の間者もある。
議論が分かれるところであろう。
そして、日米槻係を考えさせることもできるo「米
軍-の支援」とは、米の世界戦略-の従属となるか
どうれ国酎青勢蘭識が問われる問題であるo
最後に、これは課題でもあるが、歴史感覚を養い、
歴史的思考力を培うよい機会とすべきである。 戦前
の国家総動員法は、∴連の有事法制の一つの到達点
と考えられるが、戦前と戦後の両方を有事法制とい
う視点から比較・考察して、生徒自身が歴史的位置
付けを行い、現代を考えるならば、近現代史授業と
して大きな意義を持つはずである。
しかし、裸哲もある。 生徒に自分の問題として捉
えさせ得るかどうかである。 また、そのため無闇に
倒触感を煽っても適切ではなし㌔高度に政治的な間
接であるが、自由な発言の中に冷静な判断が行える
ような工夫が必要である。 そして、もちろん指導す
る教師は、特定のイデオロギーを押し付けてはなら
ない。酷布資料や発言においても価値め中立性が求
められる。考え判断するのは生徒であり、教師は生
徒の主体的な取り組みを援助する姿勢に徹すること
ができるかどうかである. Lまた授業目的に関して、
保護者-の説明と諒解が必要になる場合もあるであ
ろう。配慮すべき開溝を含んでいるo
〔注〕
(1)「三矢研究に関する国会議事録」に関しては、、松尾高志
『平和資料日米ガイドラインと戦前「有事抵制1-5」』
(港の人、1998年)を参照。
Cz)三矢作戦研究が国会で暴露された際の審議富頭株はび第
二次朝鮮戦争勃発の事態想定に関して、吉原公一郎、久
保線三顧『日米安保条約体制史31961-1968年日米
新安陳体制の展開』(三省堂、1970年)450-500頁こ「基
礎研究四対米関係事項」連絡銅盤事項として柵募、敵
性民間人の収容、管理等の取り扱いに関する事項及び敵
性財産の収容管理に関する事項などに関しては、林茂夫
締『全文・三矢個雛形田(晩軌1979年)140貫を参
照。 制服組による三矢作戦研究のあと防衛庁参事官会議
で決定し法制調査官室(内局、文官)で作成した故制上、今
'後整備すべき事項について一研究要綱に関しては、林茂
夫編『国家緊急権の研究』(晩響杜、1978年蝣)102-145
貫を参風
日米共同作戦体制の実態に関しては、藤井治夫『日米共
同作戦の徹戯汗究』(光人社、1992年)285頁を参照。
(3)非常事態措置諸法令の研究の資料は、林茂夫編『全文・
三矢作戦研究が(晩弊社、1979年)74-79見林茂夫編『国
家緊急権欄(晩聾杜、1978申178頁に収録されているO
(4)参照、自衛隊研究会編『防衛庁・自衛隊』(かや書房、
1988年10月所収)192-193頁。
(5)参照、杉田一次『忘れられている安全保障』(時事通侶
社、1967年)156-215昆
(6)参照、「安全保障会議の殴匿と国家緊急棒線立の方向」
『ジュリスト865号』(有斐閣、1987年所収)41-46頁。
(7)参照、水島朝穂「有事法制閉居の新局面一一一防衛庁「中
間報告」をめぐって」相律時報53巻12号』(日本評論
社、1981年・)26-34頁。
(8)参照、古川純「安全保障会議の設置と国家緊急権能立の
方向」・「有事法制開襟の新局面l『ジュリスト865号』(有
斐閣、1987年)41-46頁。
(9)参照、水島朝穂『「有事法制」研究の現針一第2次
坤間報告」をめぐって』『法律時報57巻1号』(日本調簡
杜、1985年)23-36頁。
(10)参照、自由法曹団編『有事法制』(学習の友社、2002
年)32頁。
(ll)防衛庁陸上幕僚監部監理部編『陸上自衛隊法制概要』I
(大成仕廠社、1954年6月9日、自衛隊法103粂法律
第165条)
(12)財団法人平和・安全醐抑ミ作成した「我が国に
おける危機管理の軍柳j面」(1980年4月)
(13)松尾高志「九条が九条を破壊する」(『週刊金曜日413
号』株式会社金曜日、2∝12年5月31日)16-17貰。
(14)安郎官房副長官や福田官房長官の「非核三馬測噸
~発言は、気の蟹による「失書」ではなく、この文脈で解
・fサrミ一・・号#ォ?
,1、性!I、IKl>L札;'T肺肝-'。鵡浪長'j*・米
軍の行動に関する法制」の早期整除の必要性を玲ずる際、
「非核神戸方式」をやり玉に挙げている。 「有事法制を聞
く・下」(読売新聞2002年4月19日朝刊)O
(15)渡辺治r有事陰制の登場-の道」(『ポリティーク4如
旬報杜、2002年)211頁O
(16)浅井邦文障団的自衛権と日本国憲測(集英社、2002
年)150-193頁。
(17)チャノレマーズ・ジョンソン齢木主税細σアメリカ帝
国-の報復』集英社、2000年)125-126頁。
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